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 給与等の支払を受ける人自身が、次のいずれかに該当する人をいいます（所法２①三十、所令１１）。

⑴ 次のいずれかに該当する人で、扶養親族又は生計を一にする子のある人
 ① 夫と死別した後、婚姻していない人
 ② 夫と離婚した後、婚姻していない人
 ③ 夫の生死が明らかでない人
   なお、この場合の「生計を一にする子」には、他の所得者の控除対象配偶者や扶養親族になっ
ている人及び所得金額の合計額が３８万円を超えている人は含まれません。
⑵ 上記⑴に掲げる人のほか、次のいずれかに該当する人で、合計所得金額が５００万円以下である人
 ① 夫と死別した後、婚姻していない人
 ② 夫の生死が明らかでない人
 〔注意事項〕
   給与所得だけの場合には、その年中の給与等の収入金額が６８８万８,８８９円以下であれば、合計所得金額が５００万円
以下になります。

（寡 婦）

 給与等の支払を受ける人自身が、次の⑴、⑵及び⑶のいずれにも該当する人をいいます（所法２
①三十一、所令１１の２）。
⑴ 妻と死別し、又は離婚してから婚姻をしていないこと、あるいは妻の生死が明らかでないこと。
⑵ 生計を一にする子があること。
⑶ 合計所得金額が５００万円以下であること。
 〔注意事項〕
   この場合の「生計を一にする子」の範囲及び「合計所得金額が５００万円以下」となる場合の給与等の収入金額に
ついては、上記「寡婦」の場合と同様です。

（寡 夫）

 寡婦のうち、扶養親族である子を有し、かつ、合計所得金額が５００万円以下の人をいいます（措法
４１の１７）。

（特別の寡婦）

 控除対象配偶者又は扶養親族のうち、特別障害者に該当する人で、給与等の支払を受ける人、そ
の配偶者又は給与等の支払を受ける人と生計を一にするその他の親族のいずれかとの同居を常況と
している人をいいます（所法７９③）。

（同居特別障害者）

 給与等の支払を受ける人自身が、次の⑴及び⑵のいずれにも該当する人をいいます（所法２①
三十二、所令１１の３）。
⑴ 次に掲げる学校等の学生、生徒、児童又は訓練生であること。
 ① 学校教育法に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援
学校、大学、高等専門学校

 ② 国、地方公共団体、学校法人、医療事業を行う農業協同組合連合会、医療法人等、文部科学
大臣が定める基準を満たす専修学校又は各種学校（以下「専修学校等」といいます。）を設置す
る者の設置した専修学校等で、職業に必要な技術を教授するなど一定の要件に該当する課程を
履修させるもの

 ③ 認定職業訓練を行う職業訓練法人で、一定の要件に該当する課程を履修させるもの
⑵  その年の合計所得金額が６５万円以下であり、かつ、自己の勤労に基づいて得た給与所得等以外
の所得の金額が１０万円以下であること。
 〔注意事項〕

 給与所得だけの場合には、その年中の給与等の収入金額が１３０万円以下であれば、合計所得金額が６５万円以下に
なります。例えば、アルバイトにより給与収入がある学生の場合、そのアルバイト以外に収入がなく、年間のアル
バイトの収入金額が１３０万円以下であれば、この控除を受けることができます。

（勤労学生）
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５ 控除の対象になるかどうかの判定時期
   控除対象配偶者や配偶者特別控除の対象とされる配偶者、控除対象扶養親族、障害者などに該当するか
どうかは、原則として、その年１２月３１日の現況により判定しますが、給与等の支払を受ける人やその親族
が年の中途で死亡したり、給与等の支払を受ける人が年の中途で出国したりした場合には、その死亡又は
出国の時の現況により判定します（所法８５、措法４１の１６②、４１の１７②、基通８５－１）。

   なお、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」又は「給与所得者の配偶者特別控除申告書」を提出
する際に、控除対象配偶者や控除対象扶養親族、障害者などに該当するかどうかの判定は、これらの申告
書を提出する日の現況によります。この場合、その判定の要素となる所得金額についてはこれらの申告書
を提出する日の現況により見積もったその年中の合計所得金額により、また、年齢についてはその年１２月
３１日の現況により判定することになります（基通１９４・１９５－３、１９５の２－１）。

１ 税額表の適用区分
　⑴　毎月（日）の給料や賞与などの源泉徴収の際に使用する税額表等
    給料や賞与などから源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額は「源泉徴収税額表」を使用
して求めることができますが、この税額表は、給与等の別、「給与所得者の扶養控除等申告書」の
提出の有無、給与等の支給方法に応じ、次のように使用します。

税額表の区分 給 与 等 の 支 給 区 分 税 額 表 の 使 用 す る 欄

月 額 表
月ごとに支払うもの
半月ごと、１０日ごとに支払うもの
月の整数倍の期間ごとに支払うもの

甲欄……「給与所得者の扶養控除等申告書」
を提出している人に支払う給与等

乙欄……その他の人に支払う給与等

日 額 表

毎日支払うもの
週ごとに支払うもの
日割で支払うもの

日雇賃金を除きます。
甲欄……「給与所得者の扶養控除等申告書」

を提出している人に支払う給与等
乙欄……その他の人に支払う給与等

日雇賃金 丙欄

賞与に対する
源泉徴収税額
の算出率の表

賞与
ただし、前月中に普通給与等の支払がない場
合又は賞与の額が前月中の普通給与等の額の１０
倍を超える場合には、月額表を使います。

甲欄……「給与所得者の扶養控除等申告書」
を提出している人に支払う賞与

乙欄……その他の人に支払う賞与

Ⅴ 税額表の適用方法

４　控除を受けるための提出書類

⑴　国外居住親族
　非居住者である親族（以下「国外居住親族」といいます。）に係る扶養控除、配偶者控除又は障害
者控除（以下「扶養控除等」といいます。）の適用を受けるためには、その国外居住親族に係る「親
族関係書類」（注1）を「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」に添付して提出又は提示する必要があ
ります（注２）。
（注）１ 「親族関係書類」とは、次の①又は②のいずれかの書類で、国外居住親族が給与所得者の親族であることを証

するものをいいます（これらの書類が外国語で作成されている場合には、その翻訳文を含みます。）。
①　戸籍の附票の写しその他の国又は地方公共団体が発行した書類及び国外居住親族の旅券（パスポート）の写し
②　外国政府又は外国の地方公共団体が発行した書類（国外居住親族の氏名、生年月日及び住所又は居所の記
載があるものに限ります。）

２　年末調整の際に、扶養控除等又は配偶者特別控除の適用を受けるためには、その国外居住親族に係る「送金
関係書類」を提出又は提示する必要があります（配偶者特別控除の適用を受けるためには、併せて「親族関係
書類」を提出又は提示する必要があります。）。
　なお、送金関係書類や国外居住親族に係る扶養控除等の適用について、詳しくは国税庁ホームページをご覧
ください。

⑵　勤労学生
　上記３「（勤労学生）」の⑴②又は③に該当する人が勤労学生控除を受けるためには、学校等から
主務大臣の証明書の写しと学校長等の証明書の交付を受け、これを「給与所得者の扶養控除等（異動）
申告書」に添付して提出又は提示する必要があります。
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（注）  日雇賃金とは、日々雇い入れられる人が、労働した日又は時間によって算定され、かつ、労働した日ごとに支払を受け
る（その労働した日以外の日において支払われるものも含みます。）給与等をいいます。ただし、一の支払者から継続し
て２か月を超えて給与等が支払われた場合には、その２か月を超える部分の期間につき支払われるものは、ここでいう日
雇賃金には含まれません（所令３０９、基通１８５－８）。

　⑵　年末調整の際に使用する税額の速算表
    年末調整の際における年税額は、次の速算表により求めた算出所得税額から（特定増改築等）住宅借
入金等特別控除額を控除し、その控除後の金額（年調所得税額）に 102.1％を乗じて求めます。なお、
年末調整の概要については１７ページを参照してください。

（平成２９年分の年末調整のための算出所得税額の速算表）

  （注）
 
１ 課税給与所得金額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。
２ 課税給与所得金額が１７,４２０,０００円を超える場合は、平成２９年分の年末調整の対象となりません。

２ 税額表の使い方
  毎月（日）の給料や賞与などの支給の際における税額表の使用に当たっては、次の点に注意してください。
　⑴ 　税額表に当てはめる給与等の金額は、その月（日）分の給与等の金額から厚生年金保険料、健康保険
料及び雇用保険料などの社会保険料等を控除した後の金額によります。

　⑵　税額表の甲欄は、給与等の支払を受ける人の扶養親族等の数に応じて使用するようになっています。
    この「扶養親族等の数」とは、控除対象配偶者（老人控除対象配偶者を含みます。）と控除対象扶養
親族（老人扶養親族又は特定扶養親族を含みます。）との合計数をいいます。また、給与等の支払を受
ける人が、障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みます。）、寡夫又は勤労学生に該
当する場合には、その該当する数を加え、その人の控除対象配偶者や扶養親族（年齢１６歳未満の人を含
みます。）のうちに障害者（特別障害者を含みます。）又は同居特別障害者に該当する人がいる場合には、
これらの一に該当するごとに扶養親族等の数に１人を加算した数を扶養親族等の数とします。

 〔扶養親族等の数の求め方の例示〕
  税額表の甲欄を適用する場合の扶養親族等の数の求め方を例示すると、おおむね次のようになります。

課 税 給 与 所 得 金 額 税 率 控 除 額 税 額 ＝ × －

１，９５０，０００ 円以下

１，９５０，０００ 円超 ３，３００，０００ 〃

３，３００，０００ 〃 ６，９５０，０００ 〃

６，９５０，０００ 〃 ９，０００，０００ 〃

９，０００，０００ 〃 １７，４２０，０００ 〃

５％

１０％

２０％

２３％

３３％

－

９７，５００円

４２７，５００円

６３６，０００円

１，５３６，０００円

（Ａ）×５％

（Ａ）×１０％ － ９７，５００円

（Ａ）×２０％ － ４２７，５００円

（Ａ）×２３％ － ６３６，０００円

（Ａ）×３３％ － １，５３６，０００円

同障

障

障

障

障

凡   例

…所得者

 控除対象配偶者（老人
…控除対象配偶者を含み
 ます。）

配

障害者（特別障害者を
含みます。）…障

障

…勤労学生学

学

…同居特別障害者同障

寡婦（特別の寡婦を含
みます。）又は寡夫
…寡

寡

寡

配 配

扶

 扶養親族のうち年齢16

…歳未満の人 （注）扶養親族等の数に
は加算しません。

扶

扶

扶

控扶

 控除対象扶養親族（扶
…養親族のうち年齢16歳
 以上の人）

控扶

控扶

控扶

控扶

配

控扶

障

配

控扶

控扶

障

配

控扶

控扶

障

配

控扶

配

障

扶

配

同障

同障同障 扶

設
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（注）  日雇賃金とは、日々雇い入れられる人が、労働した日又は時間によって算定され、かつ、労働した日ごとに支払を受け
る（その労働した日以外の日において支払われるものも含みます。）給与等をいいます。ただし、一の支払者から継続し
て２か月を超えて給与等が支払われた場合には、その２か月を超える部分の期間につき支払われるものは、ここでいう日
雇賃金には含まれません（所令３０９、基通１８５－８）。

　⑵　年末調整の際に使用する税額の速算表
    年末調整の際における年税額は、次の速算表により求めた算出所得税額から（特定増改築等）住宅借
入金等特別控除額を控除し、その控除後の金額（年調所得税額）に 102.1％を乗じて求めます。なお、
年末調整の概要については１７ページを参照してください。

（平成２９年分の年末調整のための算出所得税額の速算表）
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２ 課税給与所得金額が１７,４２０,０００円を超える場合は、平成２９年分の年末調整の対象となりません。
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　⑴ 　税額表に当てはめる給与等の金額は、その月（日）分の給与等の金額から厚生年金保険料、健康保険
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　⑵　税額表の甲欄は、給与等の支払を受ける人の扶養親族等の数に応じて使用するようになっています。
    この「扶養親族等の数」とは、控除対象配偶者（老人控除対象配偶者を含みます。）と控除対象扶養
親族（老人扶養親族又は特定扶養親族を含みます。）との合計数をいいます。また、給与等の支払を受
ける人が、障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みます。）、寡夫又は勤労学生に該
当する場合には、その該当する数を加え、その人の控除対象配偶者や扶養親族（年齢１６歳未満の人を含
みます。）のうちに障害者（特別障害者を含みます。）又は同居特別障害者に該当する人がいる場合には、
これらの一に該当するごとに扶養親族等の数に１人を加算した数を扶養親族等の数とします。

 〔扶養親族等の数の求め方の例示〕
  税額表の甲欄を適用する場合の扶養親族等の数の求め方を例示すると、おおむね次のようになります。

課 税 給 与 所 得 金 額 税 率 控 除 額 税 額 ＝ × －

１，９５０，０００ 円以下

１，９５０，０００ 円超 ３，３００，０００ 〃

３，３００，０００ 〃 ６，９５０，０００ 〃

６，９５０，０００ 〃 ９，０００，０００ 〃

９，０００，０００ 〃 １７，４２０，０００ 〃

５％

１０％

２０％

２３％

３３％

－

９７，５００円

４２７，５００円

６３６，０００円

１，５３６，０００円
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 給料や賞与などから源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額は、「給与所得の源泉徴収税額表」（月
額表及び日額表）又は「賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表」を使用して求めることができます。
 なお、給与等の支払者が電子計算機などの事務機械によって給与等の計算を行っている場合には、月額表
の甲欄を適用する給与等については、財務大臣が告示する方法によりその給与等から源泉徴収をする所得税
及び復興特別所得税の額を求めることができます（所法１８９、昭６３大蔵省告示１８５号（平２８財務省告示９０号
改正）、復興財確法２９、平２４財務省告示１１６号（平２８財務省告示１０６号改正））。
１ 月額表甲欄の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がある場合）

 〔税額の計算〕
 ① 社会保険料等控除後の給与等の金額を求めると、３５５,６４９円（４１５,０００円－５９,３５１円）となります。
 ②  月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、３５５,６４９円が含まれる「３５３,０００円以
上３５６,０００円未満」の行を求め、その行と「甲」欄の「扶養親族等の数２人」の欄との交わるところに
記載されている金額７,３３０円を求めます。これがその給与等から源泉徴収をする所得税及び復興特別所
得税の額です。

Ⅵ 税額の求め方（平成２９年分）

⑴ 給与等の支給額（月額） ４１５,０００円
⑵ 給与等から控除する社会保険料等 ５９,３５１円
⑶ 扶養親族等の数 ２人
  （控除対象配偶者あり、控除対象扶養親族１人）

（設例）

その月の社会保
険料等控除後の
給与等の金額　

甲

扶 　 　 養 　 　 親 　 　 族 　 　 等 　　

0　人 1　人 2　人 3　人 4　人 5　

以　　上 未　　満 税　　　　　　　　　　　　　　　　　
円 円 円 円 円 円 円

290,000 293,000 8,040 6,420 4,800 3,190 1,570
293,000 296,000 8,140 6,520 4,910 3,290 1,670
296,000 299,000 8,250 6,640 5,010 3,400 1,790
299 000 302 000 8 420 6 740 5 130 3 510 1 890

その月の社会保
険料等控除後の
給与等の金額　

甲

扶 　 　 養 　 　 親 　 　 族 　 　 等 　　

0　人 1　人 2　人 3　人 4　人 5　

以　　上 未　　満 税　　　　　　　　　　　　　　　　　
円 円 円 円 円 円 円

290,000 293,000 8,040 6,420 4,800 3,190 1,570
293,000 296,000 8,140 6,520 4,910 3,290 1,670
296,000 299,000 8,250 6,640 5,010 3,400 1,790
299 000 302 000 8 420 6 740 5 130 3 510 1 890

「扶養親族等の
数２人」の欄

（三） （月  額  表）

350,000 353,000 12,590 9,350 7,210 5,600 3,970
353,000 356,000 12,830 9,600 7,330 5,720 4,090
356,000 359,000 13,080 9,840 7,450 5,840 4,220
359,000 362,000 13,320 10,090 7,580 5,960 4,340
362,000 365,000 13,570 10,330 7,700 6,090 4,460

350,000 353,000 12,590 9,350 7,210 5,600 3,970
353,000 356,000 12,830 9,600 7,330 5,720 4,090
356,000 359,000 13,080 9,840 7,450 5,840 4,220
359,000 362,000 13,320 10,090 7,580 5,960 4,340
362,000 365,000 13,570 10,330 7,700 6,090 4,460

355,649円が
含まれる行

求める
税 額
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〔源泉徴収簿への記入〕
    月々の給与等の支払額や社会保険料等の額、源泉徴収税額などは「給与所得に対する源泉徴収簿」に
記録しておき年末調整などに使用します。

〔記載例〕 源泉徴収簿

（注）  この源泉徴収簿は、源泉徴収事務の便宜を考慮して作成されているものですが、給与等の支払者が使用している給与
台帳等であっても、毎月の源泉徴収の記録などが分かり、年末調整のためにも使用できるものであれば、それを使用し
て差し支えありません。

２ 月額表乙欄の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がない場合）

〔税額の計算〕
 ①  給与等から控除する社会保険料等がありませんので、支給額８０,７５０円がそのまま社会保険料等控除後
の給与等の金額になります。

 ②  月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、８０,７５０円が含まれる「８８,０００円未満」
の行を求め、その行の「乙」欄を見ますと「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額の３.０６３％に
相当する金額」となっています。したがって、２,４７３円（８０,７５０円×３.０６３％、１円未満の端数は切り
捨てます。）がその給与等から源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額です。

３ 日額表の使用
  日額表を使用して税額を求める場合も、月額表の場合と同じ要領で行います。

４ 賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がある場合）

〔税額の計算〕
 ①  賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の「甲」欄の「扶養親族等の数２人」の欄を見て、前月の社
会保険料等控除後の給与等の金額１９６, ６１６円が含まれている「１３３千円以上２６９千円未満」の行を求め、
その行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率（設例の場合には
「２.０４２％」）を求めます。これがその賞与の金額に乗ずる率になります。

甲欄 
乙欄 
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分 
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料  等  の 
控 除 額  

社会保険料等 
控除後の給与 
等 の 金 額  

年末調整 
による過 
不足税額 

算出税額 
差  引 
 
徴収税額 

前年の年末調整

控除対象
一 般 
当初 

有・無 有

有

有

月 日 

有・無 

有・無 
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総支給金額  
社会保険 
料  等  の 
控 除 額  

社会保険料等 
控除後の給与 
等 の 金 額  

年末調整 
による過 
不足税額 

算出税額 
差  引 
 
徴収税額 

前年の年末調整

控除対象
一 般 
当初 

有・無 有

有

有

月 日 

有・無 

有・無 

月 日 

同上の税額に
き還付又は徴
した月区分 

扶養親 
族等の 
数 

 円 円 円 円 円 円

 ）－   号番便郵（
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養
控
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等
の
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申
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の
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有
・
無 

区

20 412,000 59,339 352,661 7,210 7,2101 2

20 410,000 59,331 350,669 7,210 7,2102 2

21 415,000 59,351 355,649 7,330 7,3303 2

⑴ 給与等の支給額（月額） ８０,７５０円
⑵ 給与等から控除する社会保険料等 な し

（設例）

⑴ 賞与の支給額 
⑵　賞与から控除する社会保険料等 
⑶ 前月中の普通給与（社会保険料等控除後）の金額 

５５４, ０００円
８４, １２０円
１９６, ６１６円

⑷ 扶養親族等の数 ２人
  （控除対象配偶者あり、控除対象扶養親族１人）

（設例）

平
成
29
年
分

８５３０
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〔源泉徴収簿への記入〕
    月々の給与等の支払額や社会保険料等の額、源泉徴収税額などは「給与所得に対する源泉徴収簿」に
記録しておき年末調整などに使用します。

〔記載例〕 源泉徴収簿

（注）  この源泉徴収簿は、源泉徴収事務の便宜を考慮して作成されているものですが、給与等の支払者が使用している給与
台帳等であっても、毎月の源泉徴収の記録などが分かり、年末調整のためにも使用できるものであれば、それを使用し
て差し支えありません。

２ 月額表乙欄の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がない場合）

〔税額の計算〕
 ①  給与等から控除する社会保険料等がありませんので、支給額８０,７５０円がそのまま社会保険料等控除後
の給与等の金額になります。

 ②  月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、８０,７５０円が含まれる「８８,０００円未満」
の行を求め、その行の「乙」欄を見ますと「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額の３.０６３％に
相当する金額」となっています。したがって、２,４７３円（８０,７５０円×３.０６３％、１円未満の端数は切り
捨てます。）がその給与等から源泉徴収をする所得税及び復興特別所得税の額です。

３ 日額表の使用
  日額表を使用して税額を求める場合も、月額表の場合と同じ要領で行います。

４ 賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の使用例（給与所得者の扶養控除等申告書の提出がある場合）

〔税額の計算〕
 ①  賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の「甲」欄の「扶養親族等の数２人」の欄を見て、前月の社
会保険料等控除後の給与等の金額１９６, ６１６円が含まれている「１３３千円以上２６９千円未満」の行を求め、
その行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率（設例の場合には
「２.０４２％」）を求めます。これがその賞与の金額に乗ずる率になります。
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社会保険 
料  等  の 
控 除 額  

社会保険料等 
控除後の給与 
等 の 金 額  

年末調整 
による過 
不足税額 

算出税額 
差  引 
 
徴収税額 

前年の年末調整

控除対象
一 般 
当初 

有・無 有

有

有

月 日 

有・無 

有・無 
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同上の税額に
き還付又は徴
した月区分 
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20 412,000 59,339 352,661 7,210 7,2101 2

20 410,000 59,331 350,669 7,210 7,2102 2

21 415,000 59,351 355,649 7,330 7,3303 2

⑴ 給与等の支給額（月額） ８０,７５０円
⑵ 給与等から控除する社会保険料等 な し

（設例）

⑴ 賞与の支給額 
⑵　賞与から控除する社会保険料等 
⑶ 前月中の普通給与（社会保険料等控除後）の金額 

５５４, ０００円
８４, １２０円
１９６, ６１６円

⑷ 扶養親族等の数 ２人
  （控除対象配偶者あり、控除対象扶養親族１人）

（設例）

平
成
29
年
分

８５３０
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 ②  賞与の金額５５４,０００円から社会保険料８４, １２０円を控除した残額４６９, ８８０円に２.０４２％を乗じた金額
９, ５９４円（４６９,８８０円× 2.042％、１円未満の端数は切り捨てます。）が、その賞与から源泉徴収をする
所得税及び復興特別所得税の額です。

（賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表）   

 年末調整とは、給与等の支払者がその年最後に給与等の支払をする際、給与等の支払を受ける各人別に、
それまでその年中に給与等を支払う都度、源泉徴収をした所得税及び復興特別所得税の合計額と、その年中
の給与等の支給総額について納付すべき税額（年税額）とを比較して過不足額の精算を行うことをいいます。
したがって、この年末調整は、給与等の支払を受ける大部分の人にとって確定申告に代わる役目を果たす重
要な手続であるといえます。
１ 年末調整を行う時期
   年末調整は、原則として、その年最後に給与等の支払をする際に行います（所法１９０）が、年の中途で
死亡退職した人や海外の支店への転勤により非居住者となった人などについては、その退職の時又は非居
住者となった時に年末調整を行います（基通１９０－１）。
２ 年末調整の対象とならない人
 次に掲げるような人に支払う給与等は、年末調整の対象になりません。
⑴　国内に住所や１年以上の居所を有していない人（非居住者）
⑵　  「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」を提出していない人（税額表の乙欄又は丙欄の適用者）
⑶　その年中に支払を受ける給与等の収入金額が２,０００万円を超える人
⑷  　「災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律」の規定によりその年中の給与等に対す
る源泉所得税及び復興特別所得税につき徴収猶予や還付を受けた人

⑸　年の中途で退職（死亡退職などを除きます。）した人
３ 年末調整の対象となる給与等
 年末調整の対象となる給与等は、その年１月１日から１２月３１日までの間に支払うことが確定した給与等
です。したがって、実際にその給与等を支払ったかどうかに関係なく、その年中に支払うことが確定し
ている給与等は、たとえ未払であっても、その年中の給与等に含めて年末調整を行うことになります。
４ 年末調整の手順
   年末調整の手順については、毎年、年末調整を行う時期に税務署から配布する説明書（「年末調整のし
かた」）を参照してください（「年末調整のしかた」は、国税庁ホームページにも掲載されます。）。

Ⅶ 年末調整

賞与の金額に

乗ずべき率

扶 　 　 養 　 　 親 　

0　　　　　人 1　　　　　人 2　　　　　人

前 月 の 社 会 保 険 料

以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満
％ 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0.000 68 千円未満 94 千円未満 133 千円未満

2.042 68 79 94 243 133 269
4.084 79 252 243 282 269 312
6.126 252 300 282 338 312 369

8.168 300 334 338 365 369 393

賞与の金額に

乗ずべき率

扶 　 　 養 　 　 親 　

0　　　　　人 1　　　　　人 2　　　　　人

前 月 の 社 会 保 険 料

以　上 未　満 以　上 未　満 以　上 未　満
％ 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0.000 68 千円未満 94 千円未満 133 千円未満

2.042 68 79 94 243 133 269
4.084 79 252 243 282 269 312
6.126 252 300 282 338 312 369

8.168 300 334 338 365 369 393

賞与の金額に
乗ずべき率

前月の社会保険料等控除後
の給与等の金額 196,616円
が含まれる行

「扶養親族等の
数 2人」の欄

▲

▲

▲

▲

3　　　　　

以　上

133 269


